
【関係法令】 

都市計画法（抄）（昭和４３年法律第１００号） 

第５３条（建築の許可） 

都市計画施設の区域又は市街地開発事業の施行区域内において建築物の建築をしよ
うとする者は、国土交通省令で定めるところにより、都道府県知事等の許可を受けなけ
ればならない。ただし、次に掲げる行為については、この限りでない。 

一 政令で定める軽易な行為 
二 非常災害のため必要な応急措置として行う行為 
三 都市計画事業の施行として行う行為又はこれに準ずる行為として政令で定める

行為 
四 第１１条第３項後段の規定により離隔距離の最小限度及び載荷重の最大限度が

定められている都市計画施設の区域内において行う行為であって、当該離隔距離の
最小限度及び載荷重の最大限度に適合するもの 

五 第１２条の５第８項又は都市再開発法第７条の８の２第４項に規定する都市計
画施設である道路の区域のうち建築物等の敷地として併せて利用すべき区域内に
おいて行う行為であって、当該都市計画施設である道路を整備する上で著しい支
障を及ぼすおそれがないものとして政令で定めるもの 

２ 第４２条第２項の規定は、前項の規定による許可について準用する。 
３ 第１項の規定は、第６５条第１項に規定する告示があった後は、当該告示に係る土

地の区域内においては、適用しない。 

 

第５４条（許可の基準） 

都道府県知事等は、前条第１項の規定による許可の申請があった場合において、当該申請
が次の各号のいずれかに該当するときは、その許可をしなければならない。 

    一  当該建築が、都市計画施設又は市街地開発事業に関する都市計画のうち建築物につい
て定めるものに適合するものであること。 

    二  当該建築が、第１１条第３項の規定により都市計画施設の区域について都市施設を整
備する立体的な範囲が定められている場合において、当該立体的な範囲外において行
われ、かつ、当該都市計画施設を整備する上で著しい支障を及ぼすおそれがないと認
められること。ただし、当該立体的な範囲が道路である都市施設を整備するものとし
て空間について定められているときは、安全上、防火上及び衛生上支障がないものと
して政令で定める場合に限る。 

    三  当該建築物が次に掲げる要件に該当し、かつ、容易に移転し、又は除却することがで
きるものであると認められること。 

イ． 階数が２以下で、かつ、地階を有しないこと。 
ロ． 主要構造部（建築基準法第２条第５号に定める主要構造部をいう。）が木造、鉄骨

造、コンクリートブロック造その他これらに類する構造であること。 
 

※建築基準法 抜粋 

第２条(用語の定義)  
一 建築物 土地に定着する工作物のうち、屋根及び柱若しくは壁を有するもの(これに類す
る構造のものを含む。)、これに附属する門若しくは塀、観覧のための工作物又は地下若し
くは高架の工作物内に設ける事務所、店舗、興行場、倉庫その他これらに類する施設(鉄道
及び軌道の線路敷地内の運転保安に関する施設並びに跨線橋、プラットホームの上家、貯蔵
槽その他これらに類する施設を除く。)をいい、建築設備を含むものとする。 

三 建築設備 建築物に設ける電気、ガス、給水、排水、換気、暖房、冷房、消火、排煙若し
くは汚物処理の設備又は煙突、昇降機若しくは避雷針をいう。 

 



都市計画法第５３条第１項の許可に関する運用基準 

（趣 旨） 
第１条 本基準は、都市計画施設の区域又は市街地開発事業の施行区域（以下「区域」という。）

内における、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）第５３条第
１項の建築の許可について、法第５４条の規定によるほか、市長が許可を行うことができ
る場合について定めるものとする。 

（定 義） 
第２条 この基準における用語は、法及び建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）並びにそ

の政令及び省令で定めるものをいう。 
（許可の方針） 
第３条 市長は、法第５３条第１項の規定による許可の申請があった場合において、当該建築 

物が次に掲げる要件に該当し、かつ、容易に移転し、又は除却することができるものにつ
いて、その許可を行うことができるものとする。 

（１） 階数が３以下であり、かつ、地階を有しないこと。 
（２） 主要構造部が木造、鉄骨造、コンクリートブロック造その他これらに類する構

造であること。 
附 則 

本基準は、平成１６年１月１日から施行する。 

 

 

都市計画法施行規則（抄）（昭和４４年建設省令第４９号） 

第６０条（開発行為又は建築に関する証明書等の交付）  
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項 （同法第８８条第１項又は第２

項において準用する場合を含む。）又は第６条の２第１項（同法第８８条第１項又は第２項
において準用する場合を含む。）の規定による確認済証の交付を受けようとする者は、その
計画が法第２９条第１項若しくは第２項、第３５条の２第１項、第４１条第２項、第４２条、
第４３条第１項又は第５３条第１項の規定に適合していることを証する書面の交付を都道
府県知事（指定都市等における場合にあつては当該指定都市等の長とし、指定都市等以外の
市における場合（法第５３条第１項の規定に適合していることを証する書面の交付を求める
場合に限る。）にあつては当該市の長とし、法第２９条第１項若しくは第２項、第３５条の
２第１項、第４１条第２項、第４２条又は第４３条第１項の事務が地方自治法（昭和２２年
法律第６７号）第２５２条の１７の２第１項の規定により市町村が処理することとされてい
る場合又は法第８６条の規定により港務局の長に委任されている場合にあつては当該市町
村の長又は港務局の長とする。）に求めることができる。  

 

 

※消せるボールペンでの記入による提出はできません。 


